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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年中間期増減率）

売上収益 営業利益 税引前利益 中間利益
親会社の

所有者に帰属する
中間利益

中間包括利益
合計額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年12月期中間期 2,126 1.0 171 12.5 178 20.2 97 34.4 100 33.9 137 －

2025年12月期中間期 2,106 － 152 － 148 － 72 112.8 75 136.6 △36 －

基本的１株当たり
中間利益

希薄化後１株当たり
中間利益

円 銭 円 銭

2026年12月期中間期 18.37 －

2025年12月期中間期 13.28 －

資産合計 資本合計
親会社の所有者に

帰属する持分
親会社所有者
帰属持分比率

百万円 百万円 百万円 ％

2026年12月期中間期 6,367 4,745 4,747 74.6

2025年12月期 6,477 4,646 4,645 71.7

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年12月期 － 0.00 － 0.00 0.00

2026年12月期 － 0.00

2026年12月期（予想） － 0.00 0.00

（％表示は、対前期増減率）

売上収益 営業利益 税引前利益 当期利益
親会社の所有者に
帰属する当期利益

基本的１株当たり
当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 3,950 3.2 195 165.1 200 132.0 125 149.9 129 131.3 23.31

１．2026年12月期第２四半期（中間期）の連結業績（2026年１月１日～2026年６月30日）

（注）１.当社グループは、当中間連結会計期間において、連結子会社であった株式会社医師たちとつくるの全株式を譲
渡したことに伴い、同社の事業を非継続事業に分類し、第27期中間連結会計期間及び第27期についても組み替
えて表示しております。したがって、売上収益、営業利益及び税引前利益は、非継続事業を除いた継続事業の
金額を表示しており、これらの対前年中間期増減率は記載していません。

（注）２.2025年12月期中間期及び2026年12月期中間期の「希薄化後１株当たり中間利益」については、潜在株式が存在
しないため記載しておりません。

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2026年12月期の連結業績予想（2026年１月１日～2026年12月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年12月期中間期 5,718,600株 2025年12月期 5,718,600株

②  期末自己株式数 2026年12月期中間期 245,389株 2025年12月期 185,220株

③  期中平均株式数（中間期） 2026年12月期中間期 5,493,815株 2025年12月期中間期 5,675,193株

※  注記事項

（１）当中間期における連結範囲の重要な変更：有

新規  －社  （社名）、除外  1社  （社名 株式会社医師たちとつくる）

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

①  ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：無

②  ①以外の会計方針の変更                ：無

③  会計上の見積りの変更                  ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

※  第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

様々な要因により大きく異なる可能性があります。



１．当中間決算に関する定性的情報 ……………………………………………………………………………………… ２

（１）当中間期の経営成績の概況 ……………………………………………………………………………………… ２

（２）当中間期の財政状態の概況 ……………………………………………………………………………………… ３

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 ……………………………………………………………… ３

２．要約中間連結財務諸表及び主な注記 ………………………………………………………………………………… ４

（１）要約中間連結財政状態計算書 …………………………………………………………………………………… ４

（２）要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書 ………………………………………………… ６

（３）要約中間連結持分変動計算書 …………………………………………………………………………………… ８

（４）要約中間連結キャッシュ・フロー計算書 ……………………………………………………………………… ９

（５）要約中間連結財務諸表に関する注記事項 ……………………………………………………………………… 10

（継続企業の前提に関する注記） ………………………………………………………………………………… 10

（セグメント情報） ………………………………………………………………………………………………… 10

（非継続事業） ………………………………………………………………………………………………… 10

（後発事象） ………………………………………………………………………………………………………… 10

○添付資料の目次

- 1 -

ＭＲＴ株式会社　(6034)　2026年12月期　第２四半期決算短信



１．当中間決算に関する定性的情報

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において、判断したものであります。

　なお、当中間連結会計期間において、株式会社医師たちとつくるが展開する商品製造販売サービスを非継続事業に

分類しております。また、2026年６月30日公表の中期経営計画において、売上収益の内訳を見直しております。これ

らにより、前中間連結会計期間の関連する数値を組み替えております。

（１）当中間期の経営成績の概況

　当社グループを取り巻く医療・ヘルスケア業界においては、2025年には超高齢化社会に突入し、社会保障制度の

持続可能性が問われています。日本の医療費は40兆円を超え、2040年度には約66兆円に達すると見込まれているこ

とから、医療費の適正化に向け、医療提供体制の再編、地域包括ケアシステムの再整備、予防・健康増進の強化、

業務効率化などの取組みが進められています。

　医療現場では、2026年６月に施行された診療報酬改定において、医療従事者の深刻な人手不足への対応や処遇改

善、地方における医師偏在の解消が重要課題として位置づけられました。また、マイナ保険証の利用促進や「電子

カルテ情報共有サービス」の普及拡大など、国を挙げた医療DXの推進に伴い、医療機関には持続可能かつ効率的な

経営・診療体制への転換が一層必要となっています。

　このような急激な事業環境の変化に迅速に対応し、持続的な成長を実現するため、当社グループは2026年６月30

日に新たなコーポレートVISION「医師の価値を、社会に届ける」を策定するとともに、新中期経営計画を公表いた

しました。これは、従来の求人情報提供を中心とした医療人材サービスから、医師が有する高度な専門知識や臨床

現場で培われた経験・知見を社会へ還元し、その価値を循環・拡大させる事業モデルへの進化を目指すものです。

この新たな方針のもと、医師の活躍機会を創出する具体的な施策の第一弾として、10万人を超える医師会員ネット

ワークを活用した「リサーチ・コンサル支援サービス」を開始いたしました。本サービスにより、製薬企業、医療

機器メーカー、ヘルスケア関連企業等に対し、臨床現場に根差した医師の知見やリアルな声をワンストップで提供

することで、顧客企業の製品開発、マーケティング、事業戦略の高度化を支援するとともに、医師が有する専門性

の新たな価値創出にも取り組んでおります。

　さらに、医師が継続的に活躍できる「基盤」の整備に向け、グループ横断でDX支援の推進、事業ポートフォリオ

の見直し及びグローバル展開を進めてまいりました。DX領域では、グループ会社であるMedikiki株式会社が提供す

るクラウド型医療機器管理システム「MMS」において、初期費用ゼロ・基本機能無料のサービスモデルを通じて医

療機関のDX推進を支援しております。2026年６月には、100床以上の病院を中心に累計導入施設数が150施設を突破

いたしました。

　また、経営資源を中核事業へ集中させるため、2026年５月に連結子会社である株式会社医師たちとつくるの全株

式を譲渡し、非中核事業から撤退いたしました。これにより、人的・資金的資源を医療プラットフォーム事業へ重

点的に配分する体制を構築しております。こうした選択と集中の取り組みのもと、当社グループの成長領域の一つ

である医師常勤紹介サービスにおいては、組織再編や営業体制の見直しの成果が着実に現れ、紹介案件数及び成約

数が増加いたしました。その結果、当中間連結会計期間において過去最高の収益を達成し、当社グループの収益基

盤の強化を牽引いたしました。

　海外事業においては、「ASEAN No.1 of Medical DX & Human Resource Platform」の実現に向け、ベトナムをは

じめとするASEAN各国でのアライアンスを強化いたしました。日本の医療機関や医師ネットワークと海外の医療ニ

ーズをつなぐ「オールジャパン」モデルの構築を進めるとともに、専門医による遠隔医療相談などを通じて、国境

を越えた医療リソースの有効活用と医療アクセスの向上に取り組んでおります。

　当社グループは、これまで培ってきた医療人材プラットフォーム及び医療DXプラットフォームを基盤として、日

本国内のみならずASEANを中心とした海外においても、医師の知見や経験といった「医師の価値」を社会全体へ還

元・循環させることを通じて、持続可能な医療・ヘルスケア基盤の構築を目指してまいります。そして、コーポレ

ートVISIONである「医師の価値を、社会に届ける」の実現に向け、医療現場や地域社会の課題解決に貢献してまい

ります。
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　以上の結果、当中間連結会計期間における売上収益 は2,126,796千円（前年同期比1.0％増）、営業利益は

171,958千円（同12.5％増）、税引前中間利益は178,306千円（同20.2％増）、親会社の所有者に帰属する中間利益

は100,919千円（同33.9％増）となりました。

　また、売上収益の内訳は、医師価値創出サービス1,811,626千円（前年同期比3.7％増）、その他315,170千円

（同12.3％減）であります。

（２）当中間期の財政状態の概況

①財政状況の分析

（資産）

　当中間連結会計期間末における資産合計につきましては、6,367,564千円となり、前連結会計年度末に対して

110,067千円減少しました。これは、主に、元本の安全性の高い金融商品の取得を行ったことによりその他の金融

資産（流動）が52,707千円、公正価値の見直し等によりその他の金融資産（非流動）が74,937千円増加しました

が、主に借入金の返済による支出や自己株式の取得による支出などの財務活動において資金205,503千円支出され

たことにより現金及び現金同等物が136,115千円減少、子会社株式の売却により連結範囲が変更したことによりま

す。

（負債）

　当中間連結会計期間末における負債合計につきましては、1,622,498千円となり、前連結会計年度末に対して

208,547千円減少しました。これは、主に借入金の返済等により借入金が109,096千円減少したことによります。

（資本）

　当中間連結会計期間末における資本合計につきましては、4,745,066千円となり、前連結会計年度末に対して

98,479千円増加しました。これは、主に自己株式の取得により自己株式（資本合計の控除項目）が38,463千円、利

益剰余金が87,223千円、金融商品の為替の影響によりその他の資本の構成要素が53,535千円増加したことによりま

す。

(3）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、1,533,991千円とな

り、前連結会計年度末に対して136,115千円減少しました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間の営業活動の結果獲得した資金は220,068千円（前年同期比36.2％減）となりました。これ

は、主に税引前中間利益178,306千円、減価償却費及び償却費114,725千円を計上しましたが、法人所得税費用

75,280千円を支払いしたことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間の投資活動の結果使用した資金は152,505千円（同41.5％減）となりました。これは、主に

有形固定資産の取得20,329千円、元本の安全性の高い金融商品等の取得によりその他の金融資産の取得による支出

104,999千円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間の財務活動の結果使用した資金は205,503千円（同58.7％減）となりました。これは、主に

金融機関からの長期借入金の返済による支出109,096千円、リース負債の返済による支出66,426千円及び非支配持

分からの子会社持分取得による支出65,787千円があったことによるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　2026年12月期（2026年１月１日～2026年12月31日）の通期の連結業績予想につきましては、2026年５月26日に公

表しました通期連結業績予想から変更はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

資産

流動資産

現金及び現金同等物 1,670,107 1,533,991

営業債権及びその他の債権 449,726 450,655

棚卸資産 41,472 15,333

その他の金融資産 562,391 615,098

未収法人所得税 256 －

その他の流動資産 169,509 170,456

流動資産合計 2,893,463 2,785,536

非流動資産

有形固定資産 59,592 60,363

使用権資産 373,432 368,336

のれん 346,730 346,730

無形資産 260,902 234,972

その他の金融資産 2,441,553 2,516,490

繰延税金資産 90,220 46,467

その他の非流動資産 11,735 8,668

非流動資産合計 3,584,168 3,582,028

資産合計 6,477,632 6,367,564

２．要約中間連結財務諸表及び主な注記

（１）要約中間連結財政状態計算書
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

負債及び資本

負債

流動負債

営業債務及びその他の債務 457,427 368,497

借入金 78,184 38,500

リース負債 113,734 137,268

その他の金融負債 116,656 59,037

未払法人所得税 84,080 85,805

その他の流動負債 356,008 404,577

流動負債合計 1,206,091 1,093,686

非流動負債

借入金 104,412 35,000

リース負債 256,644 228,312

その他の金融負債 41,979 42,255

退職給付に係る負債 144,796 149,950

引当金 41,165 41,165

繰延税金負債 35,956 32,127

非流動負債合計 624,953 528,811

負債合計 1,831,045 1,622,498

資本

資本金 540,565 540,565

資本剰余金 452,174 451,879

利益剰余金 3,573,623 3,660,847

自己株式 △130,470 △168,933

その他の資本の構成要素 209,304 262,839

親会社の所有者に帰属する持分合計 4,645,197 4,747,198

非支配持分 1,389 △2,131

資本合計 4,646,586 4,745,066

負債及び資本合計 6,477,632 6,367,564
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（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

継続事業

売上収益 2,106,109 2,126,796

売上原価 △676,739 △629,743

売上総利益 1,429,369 1,497,052

販売費及び一般管理費 △1,279,784 △1,327,110

その他の収益 3,232 2,569

その他の費用 － △553

営業利益 152,818 171,958

金融収益 2,932 13,994

金融費用 △7,452 △7,646

税引前中間利益 148,298 178,306

法人所得税費用 △55,091 △73,030

継続事業からの中間利益 93,207 105,276

非継続事業

非継続事業からの中間利益（△は損失） △20,761 △7,877

中間利益 72,445 97,398

中間利益の帰属

親会社の所有者 75,367 100,919

非支配持分 △2,922 △3,520

中間利益 72,445 97,398

１株当たり中間利益

基本的１株当たり中間利益（△は損失）（円）

継続事業 16.94 19.80

非継続事業 △3.66 △1.43

基本的１株当たり中間利益 13.28 18.37

（２）要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書

（要約中間連結損益計算書）
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（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

中間利益 72,445 97,398

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて測定する金融資産の公

正価値の純変動
△108,621 44,902

確定給付制度の再測定 39 －

純損益に振り替えられることのない項目合計 △108,582 44,902

純損益に振り替えられる可能性のある項目

在外営業活動体の外貨換算差額 △318 △5,062

持分法適用会社におけるその他の包括利益に対す

る持分
167 －

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計 △151 △5,062

税引後その他の包括利益 △108,733 39,839

中間包括利益 △36,287 137,238

中間包括利益の帰属

親会社の所有者 △33,365 140,759

非支配持分 △2,922 △3,520

中間包括利益 △36,287 137,238

（要約中間連結包括利益計算書）
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（単位：千円）

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の
資本の
構成要素

合計

2025年１月１日時点の残高 540,565 452,926 3,578,674 △1,142 △55,509 4,515,512 112,092 4,627,605

中間利益（△は損失） 75,367 75,367 △2,922 72,445

その他の包括利益 △108,733 △108,733 △108,733

中間包括利益合計 － － 75,367 － △108,733 △33,365 △2,922 △36,287

自己株式の取得 △545 △93,074 △93,619 △93,619

所有者との取引合計 － △545 － △93,074 － △93,619 － △93,619

2025年６月30日時点の残高 540,565 452,380 3,654,042 △94,216 △164,242 4,388,528 109,169 4,497,698

（単位：千円）

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の
資本の
構成要素

合計

2026年１月１日時点の残高 540,565 452,174 3,573,623 △130,470 209,304 4,645,197 1,389 4,646,586

中間利益（△は損失） 100,919 100,919 △3,520 97,398

その他の包括利益 39,839 39,839 39,839

中間包括利益合計 － － 100,919 39,839 140,759 △3,520 137,238

自己株式の取得 △294 △38,463 △38,758 △38,758

その他の資本の構成要素から利益剰

余金への振替
△13,696 13,696 － －

所有者との取引合計 － △294 △13,696 △38,463 13,696 △38,758 － △38,758

2026年６月30日時点の残高 540,565 451,879 3,660,847 △168,933 262,839 4,747,198 △2,131 4,745,066

（３）要約中間連結持分変動計算書

前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

- 8 -

ＭＲＴ株式会社　(6034)　2026年12月期　第２四半期決算短信



（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間利益 148,298 178,306

非継続事業からの税引前中間利益（△は損失） △20,761 △12,297

減価償却費及び償却費 121,675 114,725

金融収益 △2,932 △13,994

金融費用 7,452 7,646

子会社株式売却益 － △18,901

子会社株式売却損 － 6,127

営業債権及びその他の債権の増減額

（△は増加）
8,136 △23,671

棚卸資産の増減額（△は増加） 271 1,038

営業債務及びその他の債務の増減額

（△は減少）
△45,418 △52,435

その他 90,745 111,248

小計 307,466 297,792

利息及び配当金の受取額 1,793 3,502

利息の支払額 △6,063 △6,221

法人所得税の支払額 △9,456 △75,280

法人所得税の還付額 50,998 275

営業活動によるキャッシュ・フロー 344,740 220,068

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △1,685

有形固定資産の取得による支出 △7,161 △20,329

無形資産の取得による支出 △29,544 △18,550

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支

出
－ △4,387

その他の金融資産の売却による収入 － 30

その他の金融資産の取得による支出 △220,000 △104,999

その他 △3,765 △2,583

投資活動によるキャッシュ・フロー △260,471 △152,505

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △38,980 △109,096

短期借入金の純増減額（△は減少） △300,000 70,000

リース負債の返済による支出 △62,991 △66,426

自己株式取得のための預託金の増減額（△は増加） △1,960 4,282

非支配持分からの子会社持分取得による支出 － △65,787

自己株式の取得による支出 △93,074 △38,463

配当金の支払額 △98 △11

財務活動によるキャッシュ・フロー △497,104 △205,503

現金及び現金同等物に係る換算差額 △305 1,824

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △413,140 △136,115

現金及び現金同等物の期首残高 2,605,218 1,670,107

現金及び現金同等物の中間期末残高 2,192,077 1,533,991

（４）要約中間連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）要約中間連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（セグメント情報）

　当社グループは、医師価値創出事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

なお、2026年６月30日公表の中期経営計画において、売上収益の名称を変更しております。

前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日

至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日

至　2026年６月30日）

非継続事業の損益

収益 222,816 126,231

費用 △243,578 △138,528

非継続事業からの税引前中間利益(△は損失）

（注）
△20,761 △12,297

法人所得税費用（注） － 4,420

非継続事業からの中間利益（△は損失） △20,761 △7,877

前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日

至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日

至　2026年６月30日）

非継続事業からのキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,318 △45,049

投資活動によるキャッシュ・フロー － 0

財務活動によるキャッシュ・フロー 35,000 △5,000

合計 40,318 △50,049

（非継続事業)

当社グループは、2026年５月26日に、資本効率の向上及び経営資源配分の最適化を目的に、医師監修による商

品開発及び販売を展開する株式会社医師たちとつくるの株式を譲渡しました。

そのため、当中間連結会計期間における商品開発及び販売事業に関連する損益及びキャッシュ・フローを、非

継続事業として分類するとともに、前中間連結会計期間についても再表示し、当該非継続事業を区分して表示し

ております。

(1）非継続事業の業績

（単位：千円）

（注）当中間連結会計期間において、株式会社医師たちとつくるの株式を譲渡したことによる売却益18,901千円が含

まれております。なお、これに係る法人所得税費用は3,694千円であります。

(2）非継続事業からのキャッシュ・フロー

（単位：千円）

（後発事象）

　該当事項はありません。
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